
ての場合と同様にl個別企業において労使間で集団的に解決金の額の基準

の合意があらかじめなされていた場合にのみ申立てができることとしlそ

の基準によって解決金の額を決定することが適当である.

ただし,使用者からの金銭解決の申立ての場合に定められてVlる金銭の

額わ基準が1労働者かちの金銭解決の申立ての場合に定められている金銭

の額の基準よ.りも低い場合に.使用者からの金銭解決の申立てによって労

働契約関係を解消することは均衡を欠くものと考えられるため.このよう

な場合には痩用者からの金銭解決の申立てができないこととすることが

適当である.

また,解決金の額が不当に低いものとなることを避けるため,使用者か

ら申し立てる金銭解決の場合にlその最低基準を設けることも考えられる.

ここで,解決金の額の基準を事前に労使で集団的に決定するとすれば-

不当に低Vl金額となることは考えられず,額の最低基準を法律で定める必

要はないとの指摘もある.これについては,集団的な労使合意によって解

決金の額が不当に低くはならないとは考えられるものの,より.確夷なもの
とするためには1額の最低基準を法律で定めることも考えられるものであ

る.

く3J双方の申立ての関係

解雇の金銭角牢決の申立てを認めるかどうかについては労使間の自主的な

交渉により定められるべきものであることから,ある企業において,労働者
からの.金銭解決の申立てを罷めつつ使用者からの金銭解決の申立てを認め

ないとすることについては,労使間の自主的な交渉の結呆として問題はない

と考えられるo

しかし.労働者からの金銭解決の申立てを認めないにもかかわらず使用者

からの金銭解決の申立てを認めること臥薯しく労使間の均衡を欠くものと

考えられるた臥許されないこととすべきである.

く41有期労働契約

有期労働契約は本来期間満了で終了するものセありl長期継続雇用を予定

しないものであるため1雇止めをめぐる紛争については金銭解決がなじみ,

雇止めについても金鎮解決制度を導入すべきとの指掃があるo

しかし.雇止めについて金銭解決制度を導入するためには,雇止めは客観

的に合痩的な理由を欠き社会通念上相当と認められない場合は無効である

との敢扱いの確立を先行させる必要があると考えられる.

4 合意解約,辞職
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